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研究成果の概要（和文）：本研究は、地域の日本語支援者に対して、「教授型」の活動に加え、「対話型」の活
動に携わるための知識や態度を内容とした研修・養成講座を企画・実施し、その効果や課題をアンケートとイン
タビュー調査を通じて探った。その結果、調査協力者の８名中２名が「対話型」の活動を取り入れたものの、６
名は、この種の活動を取り入れておらず、また両者それぞれが取り入れに難しさを感じていたことがわかった。
その背景としては、グループや支援者自身の文法重視のビリーフ、外国人参加者のニーズの多様性への対処、教
材の選定・加工のためのスキルや時間の不足、「対話型」について理解するためのリソースの不足などが挙げら
れた。

研究成果の概要（英文）：We conducted training seminars for Japanese language supporters in a 
community-based Japanese language classroom. This seminar aimed at displaying the knowledge and 
skills needed to participate in interactive dialog style activities. We investigated the problem by 
conducting a questionnaire and an interview with each participant. Consequently, while two out of 
the eight research participants adopted the activity style, six of them did not. Furthermore, They 
all experienced some difficulty during the adoption process. The following points are provided as 
the reasons . The support group or supporters considered grammar more important; dealing with the 
diversity of foreign participants’ needs; a lack of skill and time for choosing and revising 
teaching material; and a lack of resourse　for understanding interactive dialog style .

研究分野：日本語教育

キーワード： 地域日本語教育　ボランティア　研修・養成講座　対話型

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 1990 年代以降、全国各地で、地域に在
住する外国人を対象として、日本語の習得を
支援する活動が行われてきた。この活動は、
主に地域住民によるボランティアによって
行われており、日本語を学びたい、あるいは
日本人や他の外国人と交流したいという外
国人住民の受け皿となっている。また、これ
に付随して、地方自治体や NPO などが、新規
のボランティア参入者に対して、「日本語ボ
ランティア養成講座」を開催し、活動を行う
前提となる知識や態度を身に付けてもらう
こともよく見受けられる。 
 
(2) 一方で、文化庁の委嘱で日本語教育学
会が行った調査研究の報告（日本語教育学会
編（2008）『平成 19 年度文化庁日本語教育研
究委嘱 外国人に対する実践的な日本語教
育の研究開発 報告書』）の中で、各地の養
成講座において、従来の「教える―教えられ
る」といった一方向の「日本語教授型」以外
に、双方向の学びに目を向けた「新しい人材
育成の動き」が確かに存在し、広がりを見せ
ていることが報告されている。 
 
(3) ただ、双方向の対話型活動を志向した
ボランティア養成講座を受講していても、継
続的なフォローがなされないと、次第に「教
える―教えられる」活動へと移行することが
多いとの指摘もある（米勢 2010）。また、対
話型を志向した講座を受講した新規ボラン
ティア参入者と、従来型の「教える―教えら
れる」活動を行っている先輩ボランティアが、
一つの日本語教室の中で共存を迫られる事
態への対応など、考えるべき事柄は少なくな
い。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究においては、上記の背景を踏ま
え、まず、各地の日本語教室のニーズを把握
したうえで、「対話型活動・教授型活動のい
ずれか（あるいは両方）に携わるための準備
期間やリソースを提供する」内容を持った
「日本語ボランティア養成・研修講座」を企
画・実施する。そして、その後、講座の受講
生が、各地のボランティア教室に入り（ある
いは、戻り）日本語支援の活動をする中で、
講座の内容（特に、対話型活動）をどのよう
に自分の中で位置づけ、実際に活動の中に取
り入れていったか（あるいは取り入れなかっ
たか）を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1) 文献調査（論文）と web 調査（文化庁
委託事業「生活者としての日本語教育事業」
の事業報告書）により、各地の「日本語ボラ
ンティア養成・研修講座」の実態と変遷を把
握し、本研究において企画・実施する講座の
イメージを形成する。 
 

(2) 上記で形成されたイメージをもとに、
講座を実施し、その参加者にアンケートやイ
ンタビューといった手法で、講座の内容（特
に、対話型活動）をどのように自分の中で位
置づけ、実際に活動の中に取り入れていった
か（あるいは取り入れなかったか）について
データを収集し、分析する。 
 
４．研究成果 
(1) 文献調査（論文 11件）では、論文中で
報告されている「日本語ボランティア養成・
研修講座」は、教授型か対話型のいずれかを
志向したものになっていた。また、web 調査
（文化庁委託事業「生活者としての日本語教
育事業」の 2008 年と 2014 年度の報告書の比
較）では、講座で取り上げられる機会が顕著
に減った項目３点と、逆に顕著に増えた項目
３点を分析したところ、特に〈「やさしい日
本語」とは〉〈既存教材の紹介〉の２項目の
増加という点で、「新しい人材育成の動き」
が継承・発展していったと言えると結論付け
た。これらを基盤として、本研究で企画・実
施する講座について、「当該教室のニーズに
合わせて、対話型・教授型それぞれについて
の内容を盛り込み」、「対話型については「や
さしい日本語」を媒介として対話を生み出せ
るような教材の紹介・体験を中心とする」こ
とを決定した。 
 
(2) まず、青森県Ｘ市の日本語支援団体 Yに
おいて、研修講座を行った。参加者は Yで活
動中の日本語支援者13名であった。研修は、
研究分担者（田中）がメイン講師で、最後の
「対話型」の部分を研究代表者（俵山）が担
当した。２時間の講座で、Ｙ側から要望のあ
った内容（①地域の日本語教室と大学の授業
の違い、②中級授業の内容）と、こちら側が
提案した内容（③複数タスクを組み合わせた
自作教材の紹介、④対話型活動の紹介）を扱
った。この講座では、「双方向の学び」を実
現するために、生活や趣味といった身近な話
題での交流を通して自己を開示し合いなが
ら日本語を学ぶ活動を「対話型」活動と呼び、
「対話型」活動の理解促進とリソースの提供
を目的に行った。 
 
(3) 次に、2017 年 2 月に、青森県国際交流
協会主催の日本語支援者養成・研修講座で研
究分担者（田中）が講師を務めた。参加者は
32 名で、Ｙで活動中の日本語支援者 12 名が
含まれていた。この講座では、「対話型」活
動への理解促進、また、実際に「対話型」活
動の実施のためのリソースを提供すること
を目的とした。具体的には、①地域日本語教
室に参加する外国人の（学習）ニーズ、②地
域日本語教室という場と支援者に求められ
る役割、③文法的正しさ以外で考慮すべきこ
と、④共生社会で必要な共に学ぶ・活動する
ということ、⑤設定されたテーマ（チラシを
使って買い物する）と目的（チラシを見て商



品を確認し、それを店で買うことができる）
に従い活動案を作ること、の５つであった。 
 
(4) 上記(3)で述べた講座後、受講者に「対
話型」活動についてのアンケート調査を行っ
た。回答は無記名で、活動歴と、地域の日本
語教室で「対話型」活動が浸透しない理由に
ついて記述を求めた。32 名の受講者のうち日
本語支援活動中の人は 14 名だった。この 14
名のうち 10 名がＹのメンバーであった。こ
のＹのメンバーのうち、回答不備の２名分を
除いた８名分の回答について見ていく。８名
のうち「対話型」活動を取り入れていると書
いていたのは１名で、残りの７名は支援歴に
よらず、「対話型」活動を難しいものと受け
取っていた。対話型の難しさとして、３名が
トピック選びなどの教材の準備に要する時
間や支援者のスキルの不足、また、スキット
のように事前に決められた内容でなく偶然
に起こる質問や会話の流れに支援者が対処
する困難さに言及していた。他に、２名が「対
話型」活動の前提と想定したと考えられる語
彙や文法の指導に時間が取られることや、
「話せるようになってからでないと交流で
きない」といった言語の学習に対するビリー
フを、１名は「対話型」という新しい活動の
取り入れ方が不明であることを挙げていた。 
 
(5) アンケートでは「対話型」活動が浸透
しない理由として、支援者のビリーフ、スキ
ル、支援内容の時間配分、取り入れ方の不明
が挙がっていた。このようなコメントが出る
要因や背景、また、「対話型」活動を取り入
れている人が感じている難しさなどを明ら
かにするために、２つの講座両方に出席して
いた８名に、個人あるいは２～３人のグルー
プでのインタビュー（計５組）を行った。イ
ンタビューは 2017 年２～３月に、日本語教
室終了後の活動場所で、およそ 30 分から１
時間行われた。録音データは文字化され、質
的データ分析手法である SCAT（Steps for 
Cording and Theorization、大谷 2011 など）
を用いて分析した。本研究では、５組のイン
タビューデータそれぞれからストーリーラ
インを作成した後、それらを統合して、新た
なストーリーラインを作成し、理論記述を行
った。 
 
(6) 「対話型」活動への取り組みについて
のインタビューでは、以下のコメントが得ら
れた。 
① アンケートと同様に、インタビューでも、
「文型とか語彙の積み重ねがあってこそ、対
話ができるっていう頭がどうしてもあって」
など文法重視のビリーフや、「今日は形容詞
のて形をつなぎましたので、もっと時間があ
れば」など、フォームの習得を重視している
ことが述べられ、話す活動が行われにくいこ
とがわかった。 
② アンケートで出てきた要因以外には、教

科書にも従うというＹの支援方針と、日本語
能力試験対策や漢字練習などの参加者のニ
ーズもまた、話す活動を優先しない背景とな
っていることがわかった。また、「いざこう、
ちょっと正しい言い方というのを、教えなけ
ればということで教えても」などと、正しい
日本語で話すことを目指し、支援者は参加者
がうまく話せないと見なしている可能性が
あることがわかった。さらに、話す活動をし
ても（あるいは、しようとしても）参加者が
話せずうまくいかないのは、その場でいきな
りトピックを与えるため、参加者が理解でき
なかったり、語彙を準備できなかったりする
からだという可能性があることがわかった。 
③ インタビューでは、「名刺なんかでも、
意外と知らなかったりね。多分わかるだろう
と思ってることをこう見せても、わからなか
ったりすると、先に進めなかったりね」など、
社会文化知識は教室で扱うトピックとは見
なされず、参加者の社会文化知識の不足は、
話す活動を停滞させるものとして否定的に
捉えられていた。 
④ 支援者の負担についてはアンケートで
も挙げられていたが、インタビューでも教材
選定・加工のためのスキルと時間の不足、と
っさの対処の困難さなどが挙げられた。イン
タビューではその他、支援者数の不足にも言
及され、それが「対話型」活動実施の上で、
個々の支援者の負担を増すと見なされてい
ることがわかった。 
⑤ アンケートでは、「対話型」活動の取り
入れ方が不明であることが挙げられていた。
これに関連することとして、インタビューで
は、自発的に参考文献を調べたが「対話型」
活動について完全に理解できていない支援
者がいること、実践のヒントとなる市販教科
書が少ない、実際に「対話型」活動を見学す
る機会がないなど、リソースの不足が挙げら
れた。 
⑥ 「対話型」活動が教科書を使って文法を
中心に教えるよりも難しい点として、「やっ
て楽しい、生徒の発話もたくさん出るんです
けど、焦点もぼやける。明らかに文法を教え
ているクラスは、今日これをやったっていう
重点事項があるんですけど、その重点事項が
見えづらい」と「対話型」活動の目標の明確
化やそのための方法と、活動から新たな学び
を生むことに支援者の工夫を要する点が挙
げられた。 
 
(7) インタビューでは、「対話型」活動を実
践している支援者は、受講により「今まで自
分がやってきたことがこれでよかったんだ
っていう確信を得ることができた」ので、「自
信につながった」と述べていた。しかし、グ
ループ内に「対話型」活動は浸透していなか
った。支援者の実践は、ＹやＹの支援者を取
り巻く状況に影響を受けていると考えられ
る。 
① Ｙで「対話型」活動を実践しているメン



バーは、自分の実践内容をＹ内で報告・紹介
しているが、Ｙ全体への導入は実現していな
い。それは、「ボランティアだから。会社じ
ゃないので。私が、上でもないし、下でもな
いし。強制力がないので、いちいちっていう
かみんなで話し合いながら、１つ１つ決めて
いく」というグループ内での支援方針の決定
方法が取られている中、支援者にとって負担
の大きい「対話型」活動を「あまり強く推し
進めると、辞めたいっていう先生もいた」た
めだ。 
② 支援者の負担は、教案作りや OJT 中の新
人支援者の教案の添削など、Ｙの指導形態に
起因する要因によってももたらされている。
教室運営を容易にする支援者数の確保が課
題の１つだが、「ある程度のシステム的な、
カリキュラム的なものがないと、急に人を増
やすっていうのは難しい」と、メンバーの育
成体制も同時に課題に挙がった。この支援者
の負担が「対話型」活動の実践や実践への準
備を思いとどまらせる背景の１つになって
いると考えられる。 
③ インタビューでは、「私としては、毎日
は会ってはいませんけども、ある程度の深さ
まで知り合いになりたいと思ってるんです」
「私たち教師と生徒さんとの関係が深まら
ないですねえ」などと、支援者は参加者との
関係性の浅さを感じていることがわかった。
また、「大分年上の方とかも生徒にいらっし
ゃるし、お仕事の後にわざわざ来ていただい
てるっていうのもあるし、注意の仕方が悩む
時があります」など、「教える－教えられる」
の関係に戸惑いを感じていることがわかっ
た。 
④ Ｙの日本語教室への参加者は、仕事や学
業、家事を終えた、あるいは合間の夜間、近
くない距離を、冬は道路状況が悪い中、時に
は支援者に送迎してもらいながら、通ってく
る。家では勉強する時間が取れない人もいる。
そのような地域の日本語教室の参加者のお
かれた状況をよく理解している支援者達は、
限られた日本語教室の時間で参加者の理解
が深まるよう、自分の教授技術を向上させる
ことを強く願っている。しかし、地方都市で
支援者向け研修の機会を得ることも、研修を
求めて大都市へ行くことも難しい。また、ボ
ランティア、支援者と言っても、多くの人は
日中仕事を持ち、上述のように支援活動の準
備で時間的に余裕がない。そのため、「この
前のような研修会なんかすごくいい機会だ
と思いますね」などと、県内での養成講座・
研修講座には積極的な姿勢を見せる。 
 
(8) インタビューの分析から得られた知見
をまとめる。 
① Ｙの支援者のほとんどが「対話型」活動
を取り入れていなかったという点において、
Ｙの支援者に「双方向の学び」への志向は見
えなかった。しかし、参加者との関係性の浅
さや「教える－教えられる」の関係といった、

「双方向の学び」ではない状況は否定的に捉
えられていた。御舘（2013）は「対話活動」
の効果として、支援者と参加者の「顔と顔が
見える関係の構築」を挙げていたが、Ｙの支
援者が持つ状況の認識がＹ内で共有されれ
ば、「対話型」活動の取り入れの大きな理由
となりえる。 
② 取り入れに関しては、支援グループの方
針を変えるのは個人の力では難しいことが
わかった。また、養成講座・研修講座で「対
話型」活動を紹介しても、外部のリソースも
少なく、教材の準備にも個人では着手しにく
い。そのため、講座では「対話型」活動を「紹
介」するのではなく、「体験」させる形にし、
すぐに導入できるような実践的なものにし
て、「対話型」活動への理解を促すべきであ
ろう。 
③ インタビューでは、支援者側の言語知識
の習得に対するビリーフの存在が改めて明
らかになるとともに、それに対する参加者の
ニーズがあることもわかった。そのため、１
回の支援活動の中で時間を区切る、別の曜日
に行うなど、言語知識の習得を中心とする通
常の支援活動と分ける形で「対話型」活動を
行えば、「正しい日本語」にとらわれ過ぎず
に対話できることを示す必要がある。 
④ 御舘（2013）は、「対話中心の活動」の
難しさとして、話題の選定と導入のし方を挙
げている。本稿で取り上げた２つの講座では、
「対話型」活動の特徴やトピック例、教材や
先行地域での取り組みと参考文献を紹介し、
活動の疑似体験も行ったが、時間の制約上、
実際のトピック選定・教材作成はできなかっ
た。また、インタビューで既に取り入れてい
る支援者が難しさとして挙げた活動目的の
明確化や、それに関わる活動の組み立て方な
ども、十分取り上げることは出来なかった。
講座では、扱うトピックの決定や教材作りの
作業、活動体験・振り返りまで実際に体験さ
せることが必要だろう。 
⑤ 一連の流れを体験し、振り返るには、十
分な時間が必要だし、それを何回も行わなけ
れば支援者の自信も生まれないだろう。御舘
（2013）は、対話活動では文型積み上げ型の
活動を行うのとは違ったスキルや能力（「対
話力」）が支援者に要求されるが、それは実
践を通して時間をかけて身に付けられてい
くものであり、折にふれ活動をふり返り、支
援者間で共通認識を持つことが重要だと述
べているが、自分（達）の発話をふり返り評
価する過程にこそ、専門家のアドバイスが必
要だろう。「対話型」活動という新たな支援
方法の浸透には、日本語教育の専門家が地域
の日本語教室の支援者と信頼関係を結び、導
入のための講座を支援者が納得するまで開
く、また、講座後も必要に応じてサポートす
るといった連携が求められると思われる。 
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